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１．本稿の目的
わが国の高齢化が進むスピードは早く，農
村地域の高齢化は全国の10年後，20年後を
先取りして進んでいると言われる．なかでも
北海道の農家は，他地域に比して３世代世帯
の比率が低く１世代世帯の比率が高いという
特徴があり（坂下，2011），世帯構成が脆弱な
だけに高齢者問題，とりわけ介護問題が，差
し迫った課題として浮上してきている．
一方，北海道では1980年代後半から農地価
格の下落が続いており，かつてのように土地
を売却し，それを元手に都市に移住し子ども
と同居するという挙家離村の道が閉ざされつ
つある．さらに米価の下落により，農地の借
り手を捜すことも難しくなり，たとえ見つ
かったとしても，得られる小作料はわずかで，
老後の生活を保障する水準にはほど遠い状況
が生じている（柳村ほか，2011）．つまり，経
済的不安を抱えた高齢者が，農村地域に滞留
する可能性が拡大してきているのである．
そのうえ，冬期間の自然環境の厳しさや農
家と農家の間の距離が離れているといった地
理的条件は，高齢者の生活にとっても，在宅
サービスの実施にとっても，マイナスの要因
として作用しており，北海道固有の問題を生
み出していると考えられる．
本稿は，こうした特徴を有する北海道農村
をフィールドとして，まず第１に，農村地域
における高齢者問題にかかわる論点を整理し
たうえで，第２に，農家自身が引退後の生活
設計をどのように行っているのかを明らかに
し，第３に，高齢者の生活にとって集落が果
たす役割について考えてみる．ここでなぜ集
落に注目するかというと，家族構成が脆弱で，
農家と農家の間の距離がかなり離れている場
合，公的機関や福祉サービス機関にきめ細か
な支援を期待することが難しく，地縁的な組
織がなんらかの役割を担わざるを得ない状況
が，今後ますます進むであろうと考えられ，
そうした組織の１つに集落があげられるから
である．そこで本稿では，ひとまず集落の協
同関係の変化を中心に，現在集落が果たして
いる役割と課題について把握することを試み
る．
なお，一口に北海道農村の高齢者問題と
いっても水田地帯，畑作地帯，酪農地帯では，
その出現形態が大きく異なっている．本稿で
は，このうち水田地帯を対象としており，南
空知に位置する栗山町において行われた調査
結果を用いて考察を進める．調査としては，
2010年，2011年に農家の経営主を対象とした
面接調査，2011年に栗山町の全農家を対象と
したアンケート調査，さらに2013年には10
の集落に対して集落概要調査を実施してい
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る．
２．農村地域における高齢者問題にか
かわる論点
それでは調査データの分析を試みるに先立
ち，まず農村地域における高齢者問題にかか
わる論点について整理しておくことにする．
まず第１にあげられるのは，介護をめぐる
家族内の葛藤（介護コンフリクト）の問題で
ある．家庭内で，高齢者介護の担い手と農業
の担い手は重なり合う場合が多いため，家族
の介護のために農業から撤退せざるをえない
という事態が生じているという点に関してで
ある．杉岡（1999）は，パートナーシップに
基づく経営の広がりとともに，女性の経営・
生産労働における位置づけが高まることによ
り，介護コンフリクトの可能性がこれまで以
上に高まっているとする．特に，在宅サービ
スを受けることが困難な自然条件下にある北
海道ではこうした傾向が強いことを指摘す
る．また，荒樋らは，山形県最上町と福岡県
朝倉町における調査から，①家族構成や農業
経営（作目，規模），農外就労状況によっては
介護発生による農業生産への影響が大きく現
れる農家が存在すること，②介護の負担は妻
や嫁など同居の女性に集中すること，③他出
した娘や息子の介護支援はほとんど期待でき
ないこと，④多世代同居が多い農村部では，
育児と介護が重なったり，要介護者が複数に
なったりと，複合的負担を迫られるケースが
みられることなどを明らかにしている（農村
生活総合研究センター，2002）．
第２に，農家の人が家族外部の福祉サービ
スを利用する際に感じる抵抗感についてであ
る．相川（2000）は，長野県佐久地区の調査
から，老親介護を家族の役割とみなす直系家
族規範のために，福祉サービスが必要にもか
かわらず，あまり利用されていないという現
状を，農村・農家における福祉サービスニー
ズの「潜在化」と表現した．1980年代中葉か
ら90年代にかけての農村における高齢者介
護の状況把握から明らかにされた知見であ
る．
しかし，その後の研究では，家族外部の福
祉サービスに依存することに対する抵抗感
は，次第に薄れてきていることが明らかにさ
れている，例えば，高野（1998）は，1996年
に大分県中津江村で実施した住民アンケート
調査結果から，①社会福祉サービス利用にあ
たっての抵抗感はそれほど強くないこと，②
在宅福祉サービスよりも施設福祉サービスの
利用に抵抗感を持つ者の割合が高いこと，③
女性よりも男性の方が抵抗感が強いこと，④
多世代同居世帯よりも１人暮らし世帯の方が
在宅福祉サービスへの抵抗感が少ないこと，
を指摘している웖웋웗．また，玉里（2009）も，介
護保険制度導入後に実施された滋賀県五個荘
町・安土町，高知県池川町・大豊町の調査か
ら，高齢になると，家族外部の福祉サービス
に依存することに対する抵抗感がなくなるこ
とを指摘し，その理由を，介護保険の導入で
高齢者福祉環境が変わり，福祉を利用するこ
とを権利として捉えるようになってきたこと
に求めている．
ただし，在宅介護サービスのなかでも，農
家の利用率が高いのはデイサービスとショー
トステイであり，訪問介護は敬遠されがちと
いう指摘もあり（農村生活総合研究センター，
2002），一律に抵抗感がなくなっているという
わけではないこともうかがわれる．
第３に，ユイに代表されるような農村集落
に広く存在している生産や生活面の相互扶助
機能と介護支援活動との親和性についてであ
る．農村に維持されている相互扶助関係を介
護活動に利用するといったことが，一般論と
して語られがちであるが，そう簡単にはいか
ない現実が明らかにされてきた．相川（2000）
は，農村を実際に歩いてみると，地縁的な関
係が住民同士の介護支援に結びついていない
ことに気づくとし，その理由を，集落におけ
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る互助は，独立者同士の双方的なやり取りで，
提供した分に相応した見返りを求められるも
のなので，一方的な奉仕をもとめる介護には
なじまないという点に求めている．ただし，
困った時にはお互いに助け合うという論理
は，福祉支援ボランティアに通じる一面を
もっており，ある種のロジックを転用すれば
地域住民に受け入れられる可能性があること
も示唆している．
佐久間（1999）も，宮城県七ヶ宿町の山村
調査から，農作業や日常生活の援助は近隣に
居住する子ども，特に長男によって担われて
おり，集落では「互助原理」が貫徹している
からこそ，高齢者世帯を対象とした「助け合
い」がみられないことを指摘する．その上で
村落社会の重要な意義は，長年親しんできた
人々のつきあいや高齢者の生活の安全を確保
するなどの福祉機能にあるとしている．
さらに，玉里（2009）も，同様に，ムラの
相互扶助機能はイエの関係を基盤とした「返
すこと」を当然視した義務関係に基づくもの
だから，それを安易に介護支援に役立てよう
というのは困難であると同時に危険であると
指摘する．従って，過疎山村では要援護高齢
者の生活を支えるために，ユイという価値観
を受け継ぎながらも，それを乗り越えた安全
装置が必要であると主張する．
このように互助関係というルールが，相互
対等な援助ではない介護サポートにそぐわな
いことを強調する論調に対して，山下（2001）
は，家族員の農外就労がどの農家でも一般化
したため，近隣や親戚を介護サポート資源と
して想定できなくなったことをその要因とし
て指摘する．
第４は，玉里のいう安全装置をどう作り上
げていくのかという点に関してである．この
点に関しては，相川（2000）は，在宅ケアシ
ステムとして，保健・医療・福祉の並列型連
携システムの積極的導入を提唱している．ま
た田渕（2003，2009）は，農協の福祉事業や
農村サードセクターへの大きな期待を示す．
農協女性部の助け合い組織を母体とするボラ
ンタリズム웖워웗に基づく活動から発展した栃
木県はが野農協の事例，質の高い地域医療を
実現してきているJA長野厚生連の医療保健
福祉事業の事例，地区振興会を中心に住民参
加でコンパクトな医療保健福祉施設の建設と
その運用やコミュニティ交通機関の自主的確
保を実現してきた上田市豊殿地区の事例など
が紹介されている．田渕の場合は，従来型の
自治会活動とは一線を画すボランタリー・ア
ソシエーション型の活動に強い期待を寄せて
いる．さらに限界集落論を展開する大野
（2008）は，集落の状態に応じた対策，とくに
準限界集落の状態にあるときに存続集落へ再
生していく対策＝「予防行政」の重要性を指
摘する．同時に，人間が生きていくための最
低限の生活条件である「ライフ・ミニマム」
を保障する仕組みづくりの必要性を主張し，
その１つの方策として人々の集う場となる
「山の駅」（多目的総合施設）の設置を提唱す
る．
ただし，この第４の論点に関して言えば，
北海道の場合，介護保険事業を実施している
JAの比率5.5％（2010年度）と全国の43.8％
に比して著しく低く，農協の福祉事業へ大き
な期待を寄せることは現状では難しく（遠藤，
2010），大野が奨励する「道の駅」も，農家が
広範囲に散らばる北海道農村では特効薬にな
りにくい状況にある．従って，北海道農村の
現状を踏まえたうえで，地域に即した仕組み
づくりを検討していくことがなによりも求め
られているといえる．
それでは以下栗山町を事例に，北海道の水
田地帯の高齢者問題について考察していく．
３．栗山町の農業・農家の特徴
栗山町は南空知の水田地帯に位置する．南
空知は大規模水田農業地帯の典型とされる
が，栗山町は，地形・土壌的条件からみてむ
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しろ北空知に近い特徴をそなえている（棚
橋・佐久間，2011）．実際，経営耕地規模別で
は，2005年段階で，5.0ha以上10.0ha未満
層が38.3％と最も厚く，10ha以上20.0ha
未満層（26.8％）と合わせると65％の農家が
この規模に集中している．作目は，米のほか，
畑作物として小麦・大豆・小豆・馬鈴薯，露
地野菜として玉葱・南瓜，施設栽培として野
菜と花卉があり，各農家において多様な作目
が栽培されている．この背景には，この間，
栗山町で，「拡大と集約」をスローガンに，各
農家の条件に応じた経営展開を積極的に推進
してきたという事実がある（柳村ほか，2011）．
農業生産面でこうした特徴をもつ栗山町の
農家の世帯構造については，2011年３月に北
海道地域農業研究所が発行した『北海道にお
ける農村福祉問題の構図と農協福祉活動の展
望』『同―世帯構造分析編―』（以下，地域農
研報告書）で詳しく分析されている．まず，
そこで明らかにされている点を確認しておき
たい．
そこでは栗山町農家638戸（土地持ち非農
家98戸を含む）について農家台帳をもとに分
析が行われているほか，酪農の浜中町（218
戸），畑作の訓子府町（317戸）との比較が試
みられている．これら３地域の比較を通じて
明らかにされている点は，栗山町の農家の高
齢化率の高さと１世代世帯の占める比率の大
きさである．すなわち，高齢化率は，浜中町
27.7％，訓子府町28.6％に対して，栗山町は
40.7％と際だって高い．また，１世代世帯の
比率は，浜中町7.3％，訓子府町5.4％，栗山
町32.3％と，やはり栗山町が突出しており，
逆に３世代世帯以上の比率は，浜中町
58.3％，訓子府町56.1％，栗山町38.7％と
なっている．その結果，栗山町では経営主の
年齢が65歳以上である１世代世帯が，実に全
体の27.1％を占める事態が出現している．他
の２地域に比べて栗山町の農家の世帯構造の
脆弱性は顕著であり，後継者不在の高齢者夫
婦（あるいは単身）の存在が予想されている
（坂下，2011 棚橋・佐久間，2011）．このよ
うに高齢者の１世代世帯が多数存在している
栗山町の農村地域は，浜中町や訓子府町とは
異なる固有の地域的課題を抱えていると考え
られる．
４．農業生産と生活に関する将来指向
4-1 世帯構造と後継者の有無
以下では，2011年８月に栗山町の全農家を
対象に実施された「栗山町農家意向調査」で
得られた481（うち23は法人）のデータを用
いて分析を進める웖웍웗．まず，先の地域農研報告
書の分析結果との比較を通じ，今回の調査対
象者の特徴をみておきたい．高齢化率は，今
回のデータでは35.4％であり，前回のデータ
より５％ほど低くなっている．世帯構造は，
１世代世帯36.1％（前回データ32.3％），２
世代世帯38.9％（同29.5％），３世代世帯
21.7％（同32.4％）で（表１），前回データと
比べ３世代世帯比率が低く，１世代世帯と２
世代世帯の比率がさらに高くなっている．こ
うした相違は，２つのデータの入手方法の違
いに基づくものと考えられる（今回の調査方
法については注（3）を参照のこと）．ただし，
訓子府町や浜中町に比して栗山町の高齢化率
が高いこと，および経営主の年齢が65歳以上
である１世代世帯が全農家の21.2％を占め
突出していることなど，栗山町農家の最大の
特徴は今回のデータでも確認することができ
る．この点を踏まえたうえで，以下分析を進
めていく．
まず，農業後継者についてみていこう．高
齢者の１世代世帯が多いということは，当然，
後継者なし世帯の広範な存在を予想させる
が，実際はどうであろうか．表２にみるよう
に，「農業後継者がいない」という農家が
54.5％と半数を超えている．表３は，「農業後
継者がいない」という状況が生じた経緯をみ
たものであるが，「子どもがいるが就農しな
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い」が約６割，「後継者候補になる子どもがい
ない」が約３割である．後者は，子どもがい
ない農家やいても女の子ばかり（後述）とい
う農家によって構成されていると考えられ
る．
では，「後継者なし」以外の残り約半数の農
家に「後継者がいる」のかというとそうでは
ない．「いる」という農家は23.4％にすぎず，
残りの22.1％は「未定」となっている．この
うち「未定」には，表４にみるように，子ど
もが幼く，経営主も30，40歳代で，まだ後継
を云々する段階にないため「未定」というも
の（27.3％）と，後継者の候補はいるが就農
するかどうか決まっていないというもの
（58.0％）の２つのタイプがある．従って，後
者のタイプのなかから近い将来「農業後継者
がいない」農家へ移行するものが一定数出て
くることが予想され，「後継者なし」農家の比
率はさらに高まるものと思われる．
表５は，「農業後継者がいる」場合の農業後
継予定者の現状を示したものである．続柄で
みると，長男を中心に男性が圧倒的多数を占
表１ 経営主年齢別世帯構造 人，％
経営主年齢 １世代 ２世代 ３世代 ４世代 計
65歳以上 83 26 3 1 113
55-64歳 46 64 38 1 149
40-54歳 12 46 39 7 104実
数 35-39歳 0 10 3 3 16
34歳以下 0 6 2 1 9
計 141 152 85 13 391
65歳以上 21.2 6.6 0.8 0.3 28.9
55-64歳 11.8 16.4 9.7 0.3 38.1
40-54歳 3.1 11.8 10.0 1.8 26.6比
率 35-39歳 0.0 2.6 0.8 0.8 4.1
34歳以下 0.0 1.5 0.5 0.3 2.3
計 36.1 38.9 21.7 3.3 100.0
資料：栗山町他「栗山町農家動向調査」より作成
非該当＝3，N＝87
表２ 農業後継者の有無
人，％
実数 比率
い る 93 23.4
いない 217 54.5
未 定 88 22.1
計 398 100.0
資料：表１に同じ
NA＝83
表３ 農業後継者がいない場合の状況 人，％
人数 比率
後継者候補になる子どもがいない 60 28.3
子どもはいるが就農しない 133 62.7
その他 19 9.0
計 212 100.0
資料：表１に同じ
NA＝5
表４ 農業後継者が未定の場合の状況 人，％
状 況 人数 比率
子どもが幼い等，誰が後継者になるのか決まっていない 24 27.3
後継者の候補はいるが，就農するかどうか決まっていない 51 58.0
その他 13 14.8
計 88 100.0
資料：表１に同じ
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めている．女性が農業を後継することは，こ
こでは例外的な存在である웖웎웗．また，現在の就
業状態は，農業に従事している者が68.9％，
在学中が21.1％で，農業以外の仕事に就いて
いるものは少ない．
以上のように，「農業後継者がいない」農家
が半数を超え，「未定」からの移行によりこの
数字がさらに押し上げられるであろうという
現実は，地域農業にとって由々しき事態であ
り，なんらかの対策が求められる段階にある
ことは間違いない．
4-2 今後の農業経営の見通し
以下では，経営者が50歳以上の農家318戸
に絞って分析を進める．50代に入ると，そろ
そろ老後の生活に具体的な見通しをもたざる
を得なくなると考えるからである．
まず農業経営についてである．表６は，今
後，体力的に厳しくなった時の対応の仕方を
尋ねた結果である．「労力のかからない作物へ
重心を移す」という人が48.4％と最も多く，
次いで「経営耕地面積を縮小する」が37.4％
である．後継者がいない経営者だけをみると，
「経営耕地面積を縮小する」と「労力のかから
ない作物へ重心を移す」がそれぞれ48.0％占
める結果となった．いずれも機械や人に頼っ
て現在の経営を維持するというよりも，体力
に合わせて経営を縮小していく方向を指向し
ていることがわかる．
農業から引退する時期に関する考え方をま
とめたのが表７である．「引退年齢の目安があ
る」という人が約４割，「体力が続く限り農業
を続ける」という人が約６割である．引退年
齢の目安がある場合，何歳くらいを想定して
いるかというと，65歳前後が38.7％，70歳前
後が30.7％となっており，２割以上のものは
75歳前後以上まで働こうと考えている．後継
者がいない経営主の方が，より高齢まで働き
続けようという意志がある傾向がみられる．
いずれにせよ年金受給開始の65歳を過ぎ
ても農業経営を継続していくことを考えてい
表５ 農業後継予定者の状況 人，％
実数 比率
長男 52 64.2
二男 8 9.9
三男 2 2.5
長男・二男 1 1.2
息子 2 2.5
続
柄
子ども 12 14.8
娘婿 2 2.5
会社役員，従業員 1 1.2
その他 1 1.2
計 81 100.0
農業 62 68.9
農業以外の仕事 6 6.7現在
の
仕
事
学生・生徒 19 21.1
その他 3 3.3
計 90 100.0
資料：表１に同じ
現在の仕事 NA＝3，続柄NA＝12
表６ 体力的に農作業が厳しくなった時の対応（複数回答) 人，％
50歳以上の
経営者
後継者がいない
経営者
実数 比率 実数 比率
経営耕地面積を縮小する 68 37.4 48 48.0
高性能の機械を購入する 13 7.1 4 4.0
人を雇ったり作業を委託する 41 22.5 17 17.0
労力がかからない作物に重心を移す 88 48.4 48 48.0
家族や親類に手伝ってもらう 31 17.0 12 12.0
その他 17 9.3 13 13.0
回答者数 182 100
資料：表１に同じ
50歳以上の経営者 NA＝136，後継者のいない経営者 NA＝117
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る経営者が多いことがわかる．もちろんこの
ことは後にみるように老後の経済的な問題と
直結している面もある．しかし，同時に，当
地域の農業が，高齢になっても経営のかたち
を変えることで継続していくことが可能であ
ることを意味している．地域農業の視点から
はともかく，高齢者福祉の視点に立てば，高
齢者が自分の体力に合わせて働くことができ
る場所があることはプラスの要因として評価
できる웖웏웗．高齢者の「生き甲斐」につながるよ
うな働き方を，改めて問い直してみる必要も
あるのではないだろう．
4-3 老後の生活に対する不安
さて，引退後の生活である．引退後の生活
の場所については，「ずっと現住所で生活す
る」が42.0％，「未定・わからない」が37.2％
で，早い時期に転居することを考えている人
はごく限られている（表８）．つまり，農業引
退後も当面は現在の場所で生活していくこと
を指向している人がほとんどである．
とはいえ現在地で老後を送ることに関して
不安を感じていないわけではない．表９は主
な項目について不安の程度を聞いたものであ
る．「大いに不安を感じている」事柄としては，
「生活費に充てる所得の確保」（33.2％）と「住
宅の老朽化」（30.0％）の比率が高い．次いで，
「介護・介助者の確保」（26.5％），「冬期の除
雪作業」（26.4％），「医療・介護施設の利用」
（26.2％）が同程度で続く．
「不安はある（＝大いに不安＋少し不安）」
でみると，「生活費に充てる所得の確保」に関
表７ 農業からの引退時期について 人，％
50歳以上の
経営者
後継者がいない
経営者
実数 比率 実数 比率
引退年齢の目安がある 75 39.3 44 40.4
60歳 5 6.7 2 4.5
65歳前後（63-67歳） 29 38.7 13 29.5
70歳前後（68-72歳） 23 30.7 14 31.8
75歳前後（73-77歳） 14 18.7 10 22.7
80歳まで（78-80歳） 3 4.0 3 6.8
90歳 0 0.0 1 2.3
その他 1 1.3 1 2.3
小 計 75 100.0 44 100.0
体力の続く限り続ける 113 59.2 62 56.9
その他 3 1.6 3 2.8
計 191 100.0 109 100.0
資料：表１に同じ
50歳以上の経営者 NA＝127，後継者のいない経営者 NA＝103
表８ 引退後の生活の場所（50歳以上の経営者) 人，％
実数 比率
早い時期に転居する 9 4.3
ずっと現住地で生活する 87 42.0
しばらく現在地で生活するが，いずれは転居する 34 16.4
未定・わからない 77 37.2
計 207 100.0
資料：表１に同じ
NA＝111
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しては８割，「住宅の老朽化」「冬期の除雪作
業」「医療・介護施設の利用」については７割
が不安を感じている結果となる．その他の項
目に関しても不安を感じている人は５，６割
に達しており，できるだけ現在地に住み続け
たいと思いつつも，住み続けることに関して
様々な不安を抱えていることがわかる．
そこで以下では，①老後の生活費の問題，
②頼りにしている人と介護・介助者の問題に
しぼって，やや詳しくみていくことにする．
4-4 老後の生活費について
老後の生活費については，もっとも多くの
人が不安を感じている事柄である．かつては
引退する際に農地を売却して得た代金や土地
を貸すことで得た小作料を，老後の生活費に
回すことが可能であった．しかし，現在は，
農業情勢の変化により農地の買い手や借り手
を捜すことは難しくなってきている．表10
は，引退後の農地処分の予定とその見通しに
ついて示したものである．「後継者になる子に
引き継ぐ」と答えた経営者の８割は，「見通し
がある」としているのに対し，農地を人に売っ
たり貸したりしたいと考えている経営者で
「見通しがある」という者は１割に満たない．
「見通しはない」「どちらとも言えない」とい
う回答が合わせて９割以上を占めている．売
買にしろ，賃貸にしろ，離農後の農地の行き
先を見通すことは極めて難しい状況にあり，
いまや農地を所有していることが，老後の生
活を保障するという状況にはないことがわか
る．
表９ 現在地での老後の生活についての不安（50歳以上の経営者) 人，％
実 数 比 率
不安は
ない
少し
不安
大いに
不安
わから
ない 計
不安は
ない
少し
不安
大いに
不安
わから
ない 計
食料・日用品の購入 77 74 21 27 199 38.7 37.2 10.6 13.6 100.0
医療・介護施設の利用 31 84 53 34 202 15.3 41.6 26.2 16.8 100.0
介護・介助者の確保 23 75 53 49 200 11.5 37.5 26.5 24.5 100.0
交通手段の確保 45 91 38 25 199 22.6 45.7 19.1 12.6 100.0
冬期の除雪作業 38 89 53 21 201 18.9 44.3 26.4 10.4 100.0
住宅の老朽化 37 83 60 20 200 18.5 41.5 30.0 10.0 100.0
生活費に充てる所得の確保 21 95 67 19 202 10.4 47.0 33.2 9.4 100.0
頼りになる身近な人の存在 43 95 24 35 197 21.8 48.2 12.2 17.8 100.0
資料：表１に同じ
表10 引退後の農地処分の予定とその見通し 人，％
見通しが
ある
見通しは
ない
どちらとも
言えない 計
後継者となる子に引き継ぐ 24 3 3 30
他の人に売る 5 27 27 59
他の人に貸す 1 17 11 29
未定・わからない 0 18 43 61
計 30 65 84 179
後継者となる子に引き継ぐ 80.0 10.0 10.0 100.0
他の人に売る 8.5 45.8 45.8 100.0
他の人に貸す 3.4 58.6 37.9 100.0
未定・わからない 0.0 29.5 70.5 100.0
計 16.8 36.3 46.9 100.0
資料：表１に同じ
NA＝139
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そのような現実があるなかで，農家の人た
ちは，農業引退後にどの程度の生活費があれ
ば暮らせると考えているのだろうか．表11に
よれば，45.2％の人が年間200～300万円，
40.2％の人が100～200万円は必要と考えて
いることがわかる．
では実際にはどの程度の収入を予定してい
るのか．まず公的年金の加入状況からみてお
こう．表12は，50歳以上の経営主とその配偶
者が現在加入している公的年金についてみた
ものである．経営者の場合，「国民年金のみ」
という人が40.3％，「国民年金と農業者年金
（旧制度）」の２つに加入している人が25.2％
と多くなっている．次は，「国民年金と農業者
年金（新制度）」「国民年金と厚生年金」であ
るが，いずれも７％台と少ない．配偶者の場
合は73.8％が国民年金のみの加入で，２番目
に多い「国民年金と厚生年金」でも8.1％にす
ぎない．また，経営者の場合は，年齢による
違いが顕著にみられる．70代の人は51.4％が
「国民年金と農業者年金（旧制度）」に加入し
ているが，60代，50代になるに従って低下し，
50代の加入者は13.5％にとどまる．50代は，
表11 農業から引退後に必要な生活費
（50歳以上の経営者） 人，％
生活費 実数 比率
100万円未満 8 4.0
100～200万円 80 40.2
200～300万円 90 45.2
300～400万円 14 7.0
400～500万円 5 2.5
500～700万円 2 1.0
計 199 100.0
資料：表１に同じ
NA＝119
表12 50歳以上の経営者とその妻が加入（受給）している公的年金 人，％
50歳以上の経営者 配偶者
実 数 比 率
実数 比率50-59
歳
60-69
歳
70-79
歳
80-89
歳 計
50-59
歳
60-69
歳
70-79
歳
80-89
歳 計
国 38 37 5 3 83 51.4 41.6 14.3 37.5 40.3 127 73.8
農(旧) 0 1 0 0 1 0.0 1.1 0.0 0.0 0.5 0 0.0
農(新) 1 0 0 0 1 1.4 0.0 0.0 0.0 0.5 0 0.0
厚 6 3 2 0 11 8.1 3.4 5.7 0.0 5.3 10 5.8
国＋農(旧) 10 21 18 3 52 13.5 23.6 51.4 37.5 25.2 4 2.3
国＋農(新) 7 6 3 0 16 9.5 6.7 8.6 0.0 7.8 3 1.7
国＋厚 2 9 2 2 15 2.7 10.1 5.7 25.0 7.3 14 8.1
国＋共 0 1 0 0 1 0.0 1.1 0.0 0.0 0.5 4 2.3
国＋他 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2 1.2
国＋農(旧)＋農(新) 4 4 0 0 8 5.4 4.5 0.0 0.0 3.9 2 1.2
国＋厚＋農(旧) 0 2 2 0 4 0.0 2.2 5.7 0.0 1.9 0 0.0
国＋厚＋農(新) 1 1 2 0 4 1.4 1.1 5.7 0.0 1.9 0 0.0
国＋厚＋共 1 1 1 0 3 1.4 1.1 2.9 0.0 1.5 3 1.7
国＋農(旧)＋他 1 1 0 0 2 1.4 1.1 0.0 0.0 1.0 0 0.0
国＋共＋他 1 0 0 0 1 1.4 0.0 0.0 0.0 0.5 1 0.6
国＋共＋農(旧) 0 1 0 0 1 0.0 1.1 0.0 0.0 0.5 0 0.0
国＋共＋農(新) 1 0 0 0 1 1.4 0.0 0.0 0.0 0.5 1 0.6
国＋農(新)＋他 0 1 0 0 1 0.0 1.1 0.0 0.0 0.5 0 0.0
他 1 0 0 0 1 1.4 0.0 0.0 0.0 0.5 1 0.6
計 74 89 35 8 206 100.0100.0100.0100.0100.0 172 100.0
資料：表１に同じ
注：国＝国民年金，厚＝厚生年金，共＝共済年金，農(旧)＝農業者年金(旧制度)，農(新)＝農業者年金(旧制度)
他＝その他の公的年金
50歳以上の経営者 NA＝112，その配偶者 非該当(配偶者なし)＝32，NA＝114
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「国民年金と農業者年金（新制度）」の加入率
も9.5％と低く，逆に，「国民年金のみ」のも
のが５割を超えている．農業者年金の制度改
革の影響と思われるが웖원웗，気になる結果であ
る．
以上から，高齢者夫婦の公的年金受給に関
しては，「夫婦とも国民年金のみ」と「夫が国
民年金と農業者年金，妻が国民年金」という
２つが典型的なタイプとして抽出できる．受
給できる年金額は，国民年金が満額でも年間
80万円弱，農業者年金も50～70万円程度な
ので，前者は夫婦でよくて140万円前後，後
者は夫婦で200万円前後となる．とくに前者
は生活ができるギリギリの収入を確保してい
る状況であり，年齢的には，現在の70代より
も50代の方が，厳しくなることが予想され
る．
もっとも公的年金以外に収入があれば問題
はない．表13にみるように，公的年金以外に
収入のあては「ない」という人が３分の２を
占め，「ある」という人は３分の１にとどまる．
収入のあてがある人の場合，「個人年金」と「預
貯金の取り崩し」をあげるものがそれぞれ４
割で，「農地の小作料収入」や「農地の売却代
金」をあげる者は少ない．ましてや「仕送り・
こづかい」を期待する者はわずか１人で，他
出した子どもたちからの金銭的な援助に老後
を託せる状況にはない．表13の結果を経営者
が国民年金のみに加入している人だけを取り
出して検討してみたところ，「給与所得」をあ
げる人がやや多くなっている以外，全体の傾
向と大きな違いはなく，国民年金以外にあて
にできる収入はないという人が７割を占める
結果となった．このように老後の生活費を公
的年金にたよる傾向は強い．
4-5 頼りにしている人と介護・介助者
老後の生活にとって経済的な面と並んで重
要なものに社会関係がある．豊かな社会関係
が経済的な厳しさをカバーする面をもつこと
はよく知られている．表14は，現在，同居の
家族以外で最も頼りにする人について尋ねた
ものである．頼りにする内容については問う
ていない．この設問は，経営者と配偶者それ
ぞれに回答して頂いた．家族以外に頼りにし
ている人は「特にいない」という者が，経営
者と配偶者ともに約１割存在している．それ
以外の９割の人には，家族以外に頼りになる
人がいると答えている．ただし頼りにしてい
る相手は，経営者と配偶者でやや異なってい
る．すなわち配偶者には，「近所に住む子ども」
（22.8％），「近隣市町村に住む子ども」
（18.1％），「近所に住む兄弟姉妹・親戚」
（12.1％）など，家族・親族をあげる人が多い
のに対して，経営主の場合は，「近所に住む子
ども」（24.2％）に続いて，「近所に住む知人」
（20.4％）を上げる人が多くなっている．この
結果をみる限り，家族・親族以外の地域の人
との結びつきは男性の方が強い傾向があるよ
うだ．しかし，今回はアンケート調査という
こともあり，質問が限定されているため結論
づけるのは早計であろう．今後の課題とした
い．
さらに老後に関しては，誰に介護や介助を
ゆだねるのかという問題がある．表15は，身
表13 公的年金以外の収入源の有無
（50歳以上の経営者/複数回答） 人，％
実数 比率
ある 63 33.3
農業以外の自営業 7 11.3
給与所得 9 14.5
仕送り・こづかい 1 1.6
個人年金 25 40.3
農地の小作料収入 14 22.6
農地の売却代金 14 22.6
預貯金の取り崩し 25 40.3
その他 2 3.2
回答者数 62
ない 126 66.7
計 189 100.0
資料：表１に同じ
NA＝129
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体が不自由になった時に誰に介護・介助者を
頼む予定かを尋ねた結果である．50歳以上の
経営主全体でみると，「妻・夫」を選ぶ者が
50.7％と最も多い．次いで，「未定・わからな
い」19.5％，「高齢者専用施設・介護施設に入
所」12.7％と続く．同居や別居の子どもをあ
げるものはそれほど多くはなく，「在宅のまま
介護サービスを利用」も少ない．社会的な介
護福祉サービスでは，在宅のサービスよりも
施設への入所を選択するものが多くなってい
る．表15には，夫婦のみ世帯の結果も掲載し
ているが，傾向は同じである．ここからでき
るかぎり夫婦で面倒をみあい，子どもには面
倒をかけず，いよいよとなったら在宅よりも
施設への入所を望むといった傾向を読み取る
ことができる．
もっともこの設問に関しては経営者のみが
回答していることの影響もあるだろう．通常，
表14 現在，同居の家族以外で最も頼りにしている人
（50歳代の経営者とその配偶者） 人，％
実 数 比 率
頼りにする人
経営者 配偶者 経営者 配偶者
近所に住む子ども 45 34 24.2 22.8
近隣市町村に住む子ども 16 27 8.6 18.1
遠方に住む子ども 18 15 9.7 10.1
近所に住む兄弟姉妹・親戚 10 18 5.4 12.1
近隣市町村に住む兄弟姉妹・親戚 24 9 12.9 6.0
遠方に住む兄弟姉妹・親戚 5 8 2.7 5.4
近隣に住む知人 38 15 20.4 10.1
近隣市町村に住む知人 1 1 0.5 0.7
遠方に住む知人 0 0 0.0 0.0
民生委員 0 1 0.0 0.7
保健師 1 2 0.5 1.3
農業委員 2 0 1.1 0.0
その他 3 1 1.6 0.7
特にいない 23 18 12.4 12.1
計 186 149 100.0 100.0
資料：表１に同じ
経営者 NA＝132，配偶者 非該当（配偶者なし）＝32，NA＝137
表15 身体が不自由になったときの介護・介助者（50歳以上の経営者) 人，％
全 体 夫婦世帯 単身世帯
実数 比率 実数 比率 実数 比率
夫・妻 104 50.7 43 50.6 3 25.0
同居の子供・家族 18 8.8 5 5.9 0 0.0
近所に住む子供・家族 6 2.9 4 4.7 0 0.0
近隣市町村に住む子供・家族 4 2.0 3 3.5 2 16.7
近所に住む兄弟姉妹・親戚 0 0.0 0 0.0 0 0.0
近隣市町村に住む兄弟姉妹・親戚 0 0.0 0 0.0 0 0.0
近所に住む知人 0 0.0 0 0.0 0 0.0
在宅のまま介護サービスを利用 7 3.4 1 1.2 3 25.0
高齢者専用施設・介護施設に入所 26 12.7 8 9.4 3 25.0
未定・わからない 40 19.5 21 24.7 2 16.7
計 205 100.0 85 100.0 12 100.0
資料：表１に同じ
全体 NA＝113，夫婦世帯 NA＝44，単身世帯 NA＝33
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夫の方が年上で平均寿命も短いため妻に介護
してもらえる可能性が大きいからである．し
かし，問題は夫婦のどちらか一方が他界し，
単身世帯になった場合の対処の仕方である．
単身世帯の回答結果も載せているが，回答数
が少ないためあまり参考にはならないもの
の，「在宅のまま介護サービスを利用」「高齢
者専用施設・介護施設に入所」という回答が
増えている．また，「家族以外で最も頼りにし
ている人」として，経営者から選択されてい
た「近隣に住む知人」を選んだ人は皆無であっ
た．地域住民は，介護・介助という点では期
待される存在ではないようである．
５．集落における協同関係の変化と現
状
5-1 ２つの集落の特徴
前章の分析結果をみる限り，約４割の家族
には，近所や近隣市町村に頼りにしている子
どもたちが住んでいるが，子どもたちは，老
後の生活にとって金銭的な援助を期待できる
存在ではなく，介護・介助という点でもあて
にする存在とはなっていないことがみてとれ
た．それでは，農家の人々の現在や引退後の
生活において集落はいかなる役割を担いうる
のであろうか．以下では，Ｆ集落とＨ集落と
いう２つの集落をとりあげ，協同関係の変化
を中心に考察し，課題へのアプローチを試み
る．
２つの集落の特徴は以下の通りである．Ｆ
集落はＦ地区の農村部に位置している．Ｆ地
区は栗山町の中心市街地に近く，団地造成な
どにより1990年代に世帯数が増加し，人口は
2000年以降700人前後で推移している（表
16）．高齢化率は23.5％（2005年）で栗山町
平均（30.0％）よりも低い．団地など町場の
世帯は別の町内会を組織しており，Ｆ集落は，
Ｆ集落だけで１つの自治会を構成している．
戸数は，2013年１月の調査時点で35戸，うち
18戸が農家である．もともと９割が農家で
あったというが，年々離農し，現在は，非農
家が17戸となっている．非農家のうち15戸
はもともとは農家をしていた世帯である．
一方，Ｈ集落が位置するＨ地区は栗山町の
東端の丘陵部に位置し，市街地からは遠く，
夕張市に接している．もともと角田炭鉱があ
り，炭鉱関係者が住んでいて人口も多い地域
であった．かつては夕張に入る手前に小学校
があり，児童数が500人を超えていたという．
1970年に角田炭鉱が閉山し，以後人口の流失
が続いており，ここ20年の間にも109世帯，
269人（1990年）から64世帯153人（2010年）
へと縮小してきている（表16）．Ｈ地区は，現
在この64世帯で連合会組織웖웑웗を構成してい
る．世帯数の減少とともに高齢化率は上昇し，
2005年には56.7％と５割を超えている．2013
年１月の調査時の農家数は13戸である．この
他に農村部には非農家が10戸あるが，そのう
ち９戸は元農家である．
両集落は農業生産のあり方も異なってい
る．表17で土地利用状況をみると，Ｆ集落は
水田が90.4％を占め，もともと水田単作地域
であった．現在は，転作の関係で，稲作は
27.6％で，残りは稲以外の作物の利用となっ
ている．経営耕地規模別には，5.0～10.0ha
未満層と10.0～20.0ha未満層がそれぞれ
31.8％を占めている（表18）．専兼別には，専
業が52.0％，第１種兼業が24.0％である（表
19）．一方，Ｈ集落は，畑地が約２割を占めて
おり，もともと角田炭鉱や夕張炭鉱の労働者
向けの野菜づくりが盛んな地域であった．経
表16 人口・世帯数の推移（Ｆ地区，Ｈ地区)
Ｆ地区 Ｈ地区
年 人口 世帯 人口 世帯
1990 323 92 269 109
1995 459 156 237 94
2000 690 242 202 87
2005 709 247 180 82
2010 681 258 153 64
資料：国勢調査
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営耕地規模別には５ha未満層が約３分の２
を占め，相対的に小規模な農家が多く，専兼
別には83.3％が専業農家である．
表20は，集落別の世帯構造をみたものであ
る．農事組合に組合員として登録している全
農家を対象としているため，その数はそれぞ
れ20戸と聞き取り調査結果よりもやや多く
なっている．ここから両集落の世帯構造の顕
著な違いが確認できる．Ｆ集落は，３世代世
帯が40.0％，２世代世帯が35.0％であるのに
対し，Ｈ集落は１世代世帯が45.0％，２世代
世帯が40.0％で，その脆弱性は顕著である．
平均家族員数はＦ集落が6.6人に対して，Ｈ
集落は3.8人である．Ｆ集落は，栗山町のな
かでも３世代世帯が厚く，家族員も多く，む
表17 経営土地利用別面積（2010年)
田 畑
果樹園
経営耕地
総面積稲を
作った田
稲以外の
作物
不作付地 田合計
畑作物を
作った畑
牧草
専用地
不作付地 畑合計
実数 2169.681,717.95 70.01 3,957.641,386.48 65.74 83.23 1,564.16 7.90 5,529.70ha
栗山町
比率 39.2 31.1 1.3 71.6 25.1 1.2 1.5 28.3 0.1 100.0％
実数 56.89 127.84 1.45 186.18 19.61 － 0.17 19.78 － 205.96
Ｆ集落
比率 27.6 62.1 0.7 90.4 9.5 － 0.1 9.6 － 100.0
実数 36.09 15.32 1.99 53.40 12.05 － 0.50 12.55 － 65.95
Ｈ集落
比率 54.7 23.2 3.0 81.0 18.3 － 0.8 19.0 － 100.0
資料：経営企画課「農業基本調査」「農林業センサス」
表18 経営規模別農家数（2010年)
例外 0.1ha～ 1.0ha～ 3.0ha～ 5.0ha～ 10.0ha～20.0ha～30.0ha～50.0ha～ 計
実数 4 33 32 48 153 118 42 24 8 462 戸
栗山町
比率 0.9 7.1 6.9 10.4 33.1 25.5 9.1 5.2 1.7 100.0 ％
実数 2 2 0 2 7 7 2 0 0 22
Ｆ集落
比率 9.1 9.1 0.0 9.1 31.8 31.8 9.1 0.0 0.0 100.0
実数 0 4 6 1 5 0 1 0 0 17
Ｈ集落
比率 0 23.5 35.3 5.9 29.4 0.0 5.9 0.0 0.0 100.0
資料：経営企画課「農業基本調査」「農林業センサス」
表19 専兼別農家数（2010年)
専業農家 第１種兼業 第２種兼業 自給的農業 計
実数 273 136 37 58 504 戸
栗山町
比率 54.2 27.0 7.3 11.5 100.0 ％
実数 13 6 1 5 25
Ｆ集落
比率 52.0 24.0 4.0 20.0 100.0
実数 15 2 0 1 18
Ｈ集落
比率 83.3 11.1 0.0 5.6 100.0
資料：経営企画課「農業基本調査」「農林業センサス」
表20 集落別世帯構造
実数（人) 比率（％)
Ｆ集落 Ｈ集落 Ｆ集落 Ｈ集落
１世代 2 9 10.0 45.0
２世代 7 8 35.0 40.0
３世代 8 3 40.0 15.0
４世代 2 0 10.0 0.0
その他 1 0 5.0 0.0
計 20 20 100.0 100.0
資料：農家台帳
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しろ町内では例外的な集落であるのに対し，
Ｈ集落は，町平均以上に１世代世帯比率が高
く，その意味で栗山町の特徴を先鋭的に備え
ている地域とみることができる．
それは年齢構成にも表れている．表21にみ
るように，両集落の性別構成は，女性の数が
男性の２倍であるという点では共通している
が，年齢構成的には，Ｈ集落農家の高齢化が
顕著である．65歳以上層が67.1％を占め，特
に後期高齢者とされる75歳以上が47.4％に
も達している．逆に，35歳未満層が極めて薄
く，10歳未満は皆無である．これに対し，Ｆ
集落農家は，65歳以上が33.3％で，Ｈ集落に
比べると，35～49歳，50～65歳の層が厚く
なっている．また，Ｆ集落は，夫婦とも65歳
以上であるという高齢者夫婦世帯と高齢者単
独世帯がそれぞれ１世帯であるのに対し，Ｈ
集落は，高齢者夫婦６世帯，高齢者単独３世
帯と多くなっている．なお，先にみたように
Ｈ集落は専業農家が８割を占めていたが，そ
の多くはこれらの高齢者世帯である．
従って，Ｆ集落は市街地に近く，農家の高
齢化も全町平均程度で，３世代世帯の層が厚
く，世帯構造が相対的に強固であるのに対し
て，Ｈ集落は市街地から遠く，高齢者が農家
世帯員の７割近くを占め，１世代世帯が
45.0％にも及び，農家の世帯構造が脆弱な地
域という特徴があることがわかる．
5-2 Ｆ集落における協同関係
⑴ 自治会と農事組合
まずＦ集落の協同関係は，以下のように変
化してきている．Ｆ集落における現在の農家
の世帯構造は相対的に強固であるとはいえ，
農家数そのものは減少してきている．10年ほ
ど前までは３つの農事組合があり，３つの農
事組合が集まって自治会が組織され，１人の
農事組合長が自治会長を兼ねていた．もとも
と９割が農家であったため，こうした組織体
制をとっても矛盾はなかった．ところが農家
が減少し，非農家が増えてくると，農事組合
と自治会との活動のズレが大きくなってく
る．そのため10年ほど前に３つあった農事組
合を統合し，それと同時に農事組合と自治会
を別組織に編成し直している．これ以降，農
事組合長と自治会長は別々に選出され，会議
表21 集落別農家世帯員の年齢構成
実数（人) 比率（％)
男 女 計 男 女 計
10歳未満 3 6 9 7.1 6.7 6.8
10～19歳 2 10 12 4.8 11.1 9.1
20～34歳 5 10 15 11.9 11.1 11.4
35～49歳 8 12 20 19.0 13.3 15.2
Ｆ
集
落
50～64歳 12 20 32 28.6 22.2 24.2
65～74歳 7 14 21 16.7 15.6 15.9
75歳以上 5 18 23 11.9 20.0 17.4
計 42 90 132 100.0 100.0 100.0
10歳未満 0 0 0 0.0 0.0 0.0
10～19歳 1 2 3 3.8 4.0 3.9
20～34歳 3 0 3 11.5 0.0 3.9
35～49歳 1 6 7 3.8 12.0 9.2
Ｈ
集
落
50～64歳 6 6 12 23.1 12.0 15.8
65～74歳 3 12 15 11.5 24.0 19.7
75歳以上 12 24 36 46.2 48.0 47.4
計 26 50 76 100.0 100.0 100.0
資料：農家台帳より作成
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もそれぞれに開かれるようになる．また，農
事組合が一本になって以降，３つの旧農事組
合は班として位置づけられてきたが，一層の
農家戸数の減少に伴い現在は第１班と第２班
が合併し，２班体制となっている．自治会の
方は３班体制のままである．なお，農家調査
において，経営主に，「あなたにとっての〝自
分の地区"とはどの範域ですか」と尋ねたと
ころ，９人が自治会，７人が農事組合と回答
しており（表22），その理由からみても両組織
はともに経営主にとって重要な組織であるこ
とがわかる．
一方，戸数の減少と高齢化の進展に伴い，
自治会関連の他の組織の変化も著しい．消防
部は，消防本部が近いということもあり，後
継者不足から12，３年前に解散している．若
妻会も４年ほど前に解散，子ども育成会も
2012年度から休会に入っている．存続してい
るのは老人会（寿会）と婦人会である．後に
みるように，寿会の活動は活発である．
⑵ 生産面の協同関係
生産面で最も重要な組織は言うまでもなく
農事組合である．一本化された農事組合では，
年に８～９回常会が開催されており，ほとん
ど全員が参加し出席率は高い．ただし農協や
役場からのお知らせが中心で，地域農業の将
来について積極的に話し合うようなことはあ
まり行われていない．
農業生産面における協同組織としては，機
械利用組合が１つ存在する．以前は全農家が
加入していたが，必要のない人は抜けてもい
いことになり，現在参加農家は８割となった．
機械利用組合所有の農機具は小麦のドリル，
融雪散布機，トレンチャー，畔塗り機である．
また，共同作業も，農業生産の継続にとっ
て不可欠な協同関係である．Ｆ集落では，溝
さらいの作業は水系毎に行われており，集落
全体の共同作業としては行われてこなかっ
表22「自分の地区」と感じる範囲
地区 人数 理由（回答があったもののみ)
農事組合
7 顔が見えて，自然と繫がる範囲
仲間がいる
100年の歴史があるから
Ｆ
集
落
自治会
9 お世話になってる
付き合いが多く，会う頻度も多い，何かあれば協力できる範囲
何事も世話になるのはここ
自治会の役員をやってきたため
顔の見える範囲だから
栗山町 1 農業委員会で町内を調べあげたから
なし 0
NA 3
計 20
農事組合
5 昔は近隣の付き合いがあった，同年代の人との付き合いがある
昔は○○という地区の概念であった．今はさびれてしまい思い入れはない
仲間との絆が強い
広い範囲になるほど顔も分からないＨ
集
落
自治会 5 農業でのつながりがある，話題が合う，生活に関わる
栗山町 2 栗山町内に愛着を抱いているため
なし 1 どこにも所属していない
NA 2
計 15
資料：2011年度農家調査より作成
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た．しかし，2007年度からはＦ集落全体で，
「農地・水・環境保全向上対策事業」とタイアッ
プして実施するようになった．１階部分（共
同活動支援）だけでもＦ集落に年間数百万円
が支払われている．１階部分としてこれまで
取り組んだ活動は，農道整備，排水路の改修，
主要道路の美化などで，なかでも農道整備が
進んだという．砂利を敷き直すといっても，
自分たちでお金を出すとなると話がまとまら
ないが，お金が出るとなればまとまる．砂利
敷きの作業には自分たちが出役し，日当を受
け取る．この事業に関して，組合長は，「みん
なでお金を使える仕組みは大きく，共同の精
神が高まった．」と評価している．実際に，そ
れまでは，畔草を刈らない人がいて，周囲か
ら虫がわくという苦情がきたりしていたが，
２回刈ることを条件にお金がもらえるとなる
と皆刈るという．2012年より２期目を迎えた
同事業は，現状では，集落活動の維持に一定
の効果をあげていることが確認できる웖웒웗．た
だし，この制度導入に伴う事務作業が負担と
なっているという指摘も聞かれた．なお，少
数の農家ではあるが，「農地・水・環境保全向
上対策事業」から外れた農家に対しては，「中
山間地域等直接支払制度」が適応されている．
⑶ 生活面で人々が集まる機会
生活面で人々が集まる行事や機会も少なく
ない．まず，自治会において住民全員が集ま
る機会は，年２回の総会（年末総会と新年総
会）のほか，２月中旬にレクレーション大会
（DVD映画鑑賞，トランプ，麻雀など），６月
にパークゴルフ大会などがある．２月には75
歳以上の人を対象に敬老会も開催されてい
る．
また，高齢者にとっては，老人会（寿会）
が交流の場となっている．寿会は60歳以上を
対象とするが，60～65歳層は準会員で，65歳
以上が実質的な会員である．Ｆ集落には65歳
以上が53人いるが，会費（年4000円）を払っ
ている人は40人程度である．加入率は約
80％と高い．年間の大きな集まりは，新年会，
追善法要（８月），総会の３回で，いずれも36，
７人ほど出席しており，出席率は高い．他に
年２回，２泊３日の旅行を実施するほか，公
民館の清掃や草刈などにも取り組んでいる．
ただし，最近は65歳になっても農業を辞めな
い人も増えているので，参加率がやや下がっ
てきているという．
祭りもまた，人々が集まる機会である．２
つある神社の春祭り，秋祭りの他，７月16に
は火祭り（昔火事が多かったことから始まる）
があり，虫送りといった行事も行われている．
さらに，自治会の班のなかには「お講さん」
と呼ばれる活動が残っているところもある．
かつては月１回，持ち回りで個人の家で行わ
れていた講が，現在第１班ではなくなってい
るが，第２班では年１回，第３班では冬期間
に月１回（年６回）行われており，それぞれ
の公民館を使いお寺の住職を呼んで講話を聞
くことが続いている．こうしてみるとやはり
都市部に比べて農村部の人たちが交流する機
会は多く，高齢者が参加しやすい集まりが少
なくないことがわかる．特にＦ集落は，栗山
町のなかでもそうした傾向が強いように思わ
れる．
⑷ 高齢者対策
組合長によれば，Ｆ集落とその周辺には65
歳以上の独居世帯が11あり，その他に施設に
入所している人が４，５人ほどいる．デイサー
ビスを利用している人は２人とそれほど多く
はない．医療・介護のサービスが利用できな
くて困っているという話は聞かない．タク
シーでも片道1000円で行ける地区なので，買
い物や通院で困っている人もいないという．
病院も買い物も自転車でいける距離にある．
従って，これまでに自治会で高齢者の介護や
日常の世話が話題になったことはない．
自治会として取り組んでいるのは，冬期間
の見守り活動と除雪である．北海道の冬は，
やはり高齢者にとって厳しいものである．そ
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のため冬の間は，自治会としてセーフティ
ネットを張っている．見守り活動は，「郵便受
けに新聞はたまっていないか」，「夜には電気
がついているか」といったことを周囲に住む
住民がそれとなく気にかける活動である．た
だし，冬場はこの見守り活動も難しいという．
夏は常に外で働いているから姿が見えるが，
冬はそうもいかない．毎日，安否を確認する
ことは難しく，電気がついていなくても１，
２日なら旅行かなとも思う．実際，昨年の冬
に１人住まいの人が亡くなり，３日間気がつ
かなかったという事件が起こっている．
一方，除雪に関しては行政の補助事業を利
用してサポートが行われている．栗山町には
高齢者を支援する福祉除雪の仕組みとして
「人にやさしい愛らぶ活動事業」と「高齢者除
雪サービス事業」の２種類ある웖웓웗．いずれも町
から栗山町社会福祉協議会に委託された事業
である．このうち「人にやさしい愛らぶ活動
事業」は，高齢者の日常生活を町内会・自治
会単位で支援する仕組みで，Ｆ自治会も登録
している．支援は，「訪問活動」と「支援活動」
に分かれ，その内容は広範囲にわたるが，除
雪に関しては，Ｆ自治会は７軒に対して支援
を行っている．除雪支援世帯１軒につき4000
円の助成金が町から出る．農家は除雪のため
の機材を所有しているので，事業に協力しや
すい条件がある．ただし，町からの助成金は，
燃料代程度にしかならず，多分にボランティ
ア的要素が強い活動である．
この他に，雪の多い年は，自治会で見回り
を行い，危険な家があれば屋根の雪下ろしを
する取り決めになっている．こちらはまった
くのボランティア活動である．班でできれば
班で行い，できなければ自治会で対応する．
栗山町はそれほど豪雪地域ではないので，実
際に雪下ろしをしたのは今までに２回ほどで
ある．農家の人達は，自分の家のハウスが大
丈夫なら協力してくれるという．
このように冬期間のセーフティネットとし
て自治会が果たしている役割は大きい．ただ
し，今は１つの班に見守る対象が１，２人だ
からなんとかなっているが，これが３，４割
になると難しくなるという声も聞かれた．こ
の先離農が進み残った農家がさらなる規模拡
大をした場合，いまのように地域のために時
間を割くことができるかは疑問だという．た
とえば，ハウスの面積が今の２倍になれば，
雪の重みでハウスが倒壊しないように，まず
自分の家のハウスの管理が先になる．従って，
現在機能しているセーフティネットを今後も
維持していくことが保障されているわけでは
ない．
5-3 Ｈ集落における協同関係
⑴ 自治会と農事組合
一方，Ｈ集落でも農事組合の合併が進もう
としている．これまでは第１から第３まで３
つの農事組合があったが，2012年１月１日か
ら農事組合長を１人にし，近い将来一本化す
る方向に動き出した．現在は，まだ３つの農
事組合は存在しているが，できるだけ会議を
一緒に行うなどして基盤づくりを行ってい
る．Ｈ集落は，非農家ばかりの町内会と一緒
に連合会組織を作って活動してきた．現在は，
２つの町内会と３つの自治会の５つで連合会
組織を構成しており，連合会の会長は２つ町
内会から交互に選出される仕組みになってい
る．Ｈ集落農家の経営主に対しても，「あなた
にとっての〝自分の地区"とはどの範域です
か」と尋ねているが，やはり自治会（５人）
と農事組合（５人）をあげる人が多く（表22），
両組織が農家にとって重要なものであること
がわかる．
また，自治会関連の他の組織の衰退状況は
顕著である．婦人会，若妻会はなく，子ども
会も，小学校６年生の子どもが１人しかいな
いので，2012年に解散している．ここでもや
はり老人会（長生クラブ）の活動は活発であ
る．
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こうしたなかにあって消防は，消防部とし
て存続している．消防部は，かつては消防団
であったが，団員の減少により消防部（定員
15名）に格下げされている．30，40歳代中心
であるが，Ｈ地区は，この年齢層の男性が極
端に少ないため（表21），かつて住んでいてす
でに町内他地区に移り住んだ人に籍を残して
もらってなんとか10人を確保している．10
人の内５人はＨ地区在住であるが，残り５人
は他地区在住である．従って，何かあった時
にいち早く飛んでくることができる人は少な
い．市街地に近いＦ集落では消防団はすでに
10年以上前に解散していたのに対し，市街地
から遠いＨ地区では，他地区在住者の力を借
りてでもなんとか存続させていることがわか
る．超高齢化が進むＨ地区住民の自衛の姿勢
の表れとみることができる．
⑵ 生産面での協同関係
農事組合が生産面における重要な組織であ
ることはＨ集落でも同じである．常会（年６
回程度），新年会，忘年会などが行われ，役場
や農協からの連絡や農家間の情報交換の場と
なっている．常会にはすべての農家が参加す
る．
農業生産に関する協同関係は，現在ほとん
どみられない．昭和50年代に２つの機械利用
組合が結成された．第１農事組合と第２農事
組合で１組織，第３農事組合で１組織の２つ
であるが，第３はすぐに，第１と第２も機械
の更新時に解散してしまった．一時は，農作
業の共同もしたが，田植え作業は時期的に集
中するし，気候の影響も受けるので，なかな
か難しい面がありうまくいかなかったとい
う．今は，融雪剤を播く程度の共同があるの
みである．野菜に関しても，1962年に共同選
果場（集荷場）を農協に作ってもらったがう
まく利用できず１年で終わってしまった．い
ろいろな市場が近くにあるから高く売れると
ころへ個人で出してしまうというのが理由で
ある．「隣家の失敗が直接自分の収入増に繫が
るため，ライバル意識が強く野菜農家はまと
まりが悪い」と語ってくれる経営者もいた．
一方，地区の共同作業は，「中山間地域等直
接支払制度」が利用されている．Ｆ集落のよ
うに「農地・水・環境保全向上対策事業」に
は，条件が合わず参加していない．「中山間地
域等直接支払制度」に関しては，集落で申請
し，農地保全に取り組んでいる．「ここは面積
が小さいのでそれほど大きなお金は入らな
い」というが，集落に配分された補助金で，
水路の掃除，農道の草刈り，花壇の整備など
を行うほか，耕作放棄地も含めて荒れ地に
なっている箇所を整備している．組合長によ
れば，この取り組みは集落に大きな影響力が
あるという．今までは使わなくなった農機具
をその辺に放置していたが，それがきれいに
片付けられた．集落で取り組む作業は自分た
ちで行うことが条件で，作業に出れば日当が
支払われる．Ｈ集落のように高齢化が進む地
域では，こうした事業が共同作業の継続に欠
かせない存在になっていることがわかる．た
だし，第１期対策（2000～2004年度）の時は
３つの農事組合がすべて参加したが，第２期
対策（2005～2009年度）から第２農事組合は
不参加となっている．農家の減少と高齢化の
進展により作業の担い手がいなくなったため
ということで，こうした制度のもとでも集落
の共同化は維持できない事態が生じている．
⑶ 生活面で人々が集まる機会
Ｈ集落の場合も，生活面で人々が集まる機
会は少なくない．日の出神社では春祭り，秋
祭り，初詣が行われる．とくに秋祭りには寄
付が集められ，多くの住民（氏子）が集まる．
神社で祝詞をあげるなどの行事が終了する
と，第２部としてパークゴルフをし，夕方に
は焼き肉パーティをして楽しむ．かつては御
輿も出て演芸会などもあったが，子どもがい
なくなったため大人が楽しむ企画が組まれる
ようになった．
高齢者は，老人会（長生クラブ）の活動に
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参加し，旅行などを楽しんでいる．また，老
人会が町とタイアップして，月に２回，第２，
第４水曜日に，「生活館」と呼ばれる会館に集
まって交流する機会を設けている．生活館は，
1974年に栗山町により設置された．１人暮ら
しの高齢者も集まって１日を過ごしており，
年４回くらいは保健婦が来て，血圧を測った
り，健康相談に応じたりしている．
ただし，Ｈ集落の場合は，高齢のため集ま
りや行事に参加しない人たちもいる．組合長
からみても孤立している人が３人ほどいると
いう．90歳にもなると生活館にも行かず，デ
イサービスにも行かず，外出といえばバスで
病院などにいく程度になってしまうというこ
とである．長生クラブの活動も，さらなる高
齢化を背景に，５年前に比べると活動が停滞
してきているという声も聞かれた．高齢者の
活動にも，高齢化の影響がジワジワと浸透し
ているきている様子が伺われた．
⑷ 高齢者対策
Ｈ地区には１人暮らしの高齢者が多い．に
もかかわらず組合長からみて，日常生活でサ
ポートの必要な人はほとんどいないという．
いま現在，施設に入所者している人は２人程
度で，デイサービスを利用している人も少な
い．第３班では現在は１人だけである．
１人暮らしの高齢者は，買い物には生協の
宅配システム（トドック）を利用して配達し
てもらっている．注文用紙が小さすぎる，字
が細かすぎるという苦情もあるが，丁寧な対
応で評判は悪くない．車があれば近くの市街
地や栗山町の市街まで買い物に行く．通院に
ついても，困っている話はあまり聞かない．
隣の地区のクリニックや，栗山市街地，岩見
沢市，札幌市に通院している．
冬期間の除雪に関しては，行政の補助事業
を利用してサポートを受けている．ただし，
Ｈ地区では町内会・自治会単位で支援する「人
にやさしい愛らぶ活動事業」には参加してい
ない．自治会にそれだけの体力は残っていな
い．そのため「高齢者除雪サービス事業」を
利用している人が９軒存在する．「高齢者除雪
サービス事業」は，栗山町介護予防・生活支
援事業の一環で，対象となる要件を満たした
人が，民生委員を介して申請すると，町が４
万円を上限に契約料金の７割を負担するとい
うものである．自治会は介在せず，援助を必
要とする世帯が，個別にサポートを受けてい
るということである．
とはいえ周囲の農家が，援助の必要な世帯
の除雪を行っているケースも一般的にみられ
る．玄関までは町でやってくれるので，それ
以外の家の周囲や裏側の除雪を近隣の農家が
ボランティアで行っている．農家は除雪のた
めの機材を所有しているため対応しやすい面
があるが，なかには80歳の人が90歳に近い
人の除雪をしているという例もある．
生活館など公共施設の屋根の雪下ろしは消
防部が担当する．地域には消防部しか頼ると
ころがないという．大雪や大雨で被害が出そ
うになれば消防部が出動する．消防部は，Ｈ
地区の生活にとって生命線となっていること
がわかる．
６．おわりに
以上，前半では，「栗山町農家意向調査」結
果を用いて，栗山町農家の農業生産と生活に
関する将来指向についてみてきた．後半では，
Ｆ集落とＨ集落を対象に，集落内の協同関係
の変化と現状の把握を試みた．これまでにあ
きらかになった点をまとめると以下の通りで
ある．
第１に，老後の経済的な問題についてであ
る．栗山町は１世代世帯の農家の比率が高く，
農家世帯の半数以上に後継者がいないという
状況にあった．後継者が未定の農家の今後の
動向によっては，さらにこの比率が高まるこ
とが予想される．老後の生活に不安をもちつ
つも，国民年金と農業者年金などの公的年金
を受給し，体力に合わせて経営を縮小しなが
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らできるだけ長く農業を継続し，現住地で暮
らすことを望んでいる．しかし，国民年金や
農業者年金の受給額は不安のない老後を送る
には十分な額とは言えない．とりわけ現在の
50代は国民年金のみの加入者が約５割と高
く，農業の先行きが見通せないこともあって，
老後の生活に対する不安は大きい．従って，
引退後の生活費という点では，「年金＋α」の
収入の必要性が高い．αの額は大きくなくて
もいい（小田切，2009）．幸い農業は，自分の
ペースに合わせた働き方ができ，「生きがい」
と「＋αの収入」を同時に得ることができる
可能性を有している．そのためには，高齢者
の生活に適合的な地域農業のシステムをどう
作り上げていくのかを検討する必要があろう
（小内，2007）．
第２に，頼りにする人の存在についてであ
る．社会関係という点では，９割の者が同居
家族以外に頼りにする人を有しており，特に
妻は近所や近隣市町村に住んでいる子ども
（40.9％）や兄弟姉妹・親戚（12.1％）を頼り
にする傾向が強く，夫の２割は近所に住む知
人を頼りにしていた．しかし，子どもたちに
老後の経済的支援を期待するものは極少数
で，老後の介護・介助においても，同居や別
居の子どもや近所に住む知人をあげるものは
少ないという結果になった．頼りにする人が
いるといっても，その中味は，経済的援助や
介護・介助ではないことがわかる．身体が不
自由になった時の介護・介助者としては「妻・
夫」を選択するものが半数で，施設入所を考
えているものは12.7％にとどまった．配偶者
に先立たれた後の生活まで見通している人は
少ない．
第３が，市街地に近いＦ集落と市街地から
離れた丘陵に位置するＨ集落を事例に，個々
の農家を支える集落内の組織の統廃合の実情
をあきらかにした．両集落では，農家の減少
と非農家の増加に伴い，複数あった農事組合
が１つに統合され，それに伴い一体化してい
た自治会と農事組合が別組織として再編され
ていた．性別，年齢別に組織されていた団体
も順次解散，休止に追い込まれており，Ｆ集
落には婦人会はあるが，両集落とも若妻会，
子ども会はすでに解散していた．その一方で，
老人会は，会員が増加し，活動も活発で，高
齢者の交流の場として重要な役割を担ってい
る．ただし，さらなる高齢の進展や農業から
の引退時期の遅れによって，参加者が減少す
るという状況も現れていた．以上の傾向は両
集落に共通してみられたが，消防部の動向に
関しては，両集落の置かれた状況を反映して
異なる動きを示している．市街地に近いＦ集
落は，消防本部が近いこともあり，後継者不
足から消防部はすでに解散していたが，市街
地から遠いＨ集落では，町内他地区へ移転し
た人たちにも籍を残してもらい組織を維持し
ていた．10人の部員のうち半数は他地区在住
者で成り立っている．火事はもちろんである
が，大雪や大雨などの災害が起こった際に，
「頼りになるのは消防部だけ」という組合長の
言葉が示すように，地域住民の生活の安心・
安全のためにはなくてはならない組織となっ
ている．
第４に，農業生産面の協同では，農事組合
の存在は依然として大きなものであった．常
会は年に６回以上は開かれ，農家の出席率は
高く，役場や農協からの連絡，農家同士の情
報交換の場として機能している．農作業面の
協同はそれほどみられず，Ｆ集落に小さな機
械利用組合が存在するだけであった．集落一
斉の共同作業はこれまであまり行われてこな
かったが，むしろ近年，農林水産省の事業を
導入して取り組まれるようになってきてい
る．地域農業の現状に合わせて，Ｆ集落では
主に「農地・水・環境保全向上対策事業」が，
Ｈ集落では「中山間地域等直接支払制度」が
利用されている．２つの集落の組合長は，「農
家自らが作業を行うことに対価が支払われる
ため，共同作業の維持や環境整備には役立っ
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ている」とプラスの評価をしていた．しかし，
高齢化が顕著なＨ集落の第２農事組合では，
作業の担い手がいなくなり，「中山間地域等直
接支払制度」が利用できなくなっている．共
同作業に出役可能な人がいてこその制度なの
である．また，制度導入に伴う事務作業量の
増加が農家の負担となっている面もある．も
ちろんこの事業自体が今後確実に継続してい
くことが保障されているわけではない．金銭
的支えがなくなった時に，どのような影響が
現れるのかという点についてはさらに慎重に
検討する必要があろう．
第５に，生活面では，若妻会や子ども会と
いった組織が解散してはいるが，地域の人た
ちが顔を合わせる機会は予想以上に多く存在
していた．自治会では，総会，新年会，忘年
会のほか，様々なレクレーションの場を提供
していた．神社の春祭り，秋祭りなどのお祭
りもそういった機会の１つである．高齢者の
老人会への参加率は高く，小旅行などを楽し
んでいる様子も垣間見られた．とくにＦ集落
には自治会によっては講の集まりがかたちを
変えながらも維持されており，高齢者の集ま
る機会となっていた．まだまだ農村地域には，
地域の人たちを結びつける機会が多いことが
わかる．こうした機会そのものが，ある意味
で「福祉的な役割」を果たしていることは間
違いない．とはいえ，老人会の活動も一時期
より停滞してきているという声も聞かれた．
とくに高齢化が進むＨ集落には，加齢ととも
に集まりから足が遠のき孤立している人も出
てきているという．一層の高齢化によって，
こうした福祉的機能が弱体化していくことは
避けられないであろう．
第６に，生活面でのサポートの問題がある．
北海道の場合，冬期間のサポートが重要であ
る．両自治会とも，冬期間は集落がセーフティ
ネットを張っていると答えている．いずれも
安否確認のための見守り活動と除雪に対する
サポートである．特に，除雪は行政の補助事
業を利用してサポートをしているが，ここで
も集落の体力の違いが表れる．自治会単位で
支援する「人にやさしい愛らぶ活動事業」に
は，Ｆ集落は取り組んでいるが，Ｈ集落では
取り組めていない．Ｈ集落では，個人が民生
委員を介して申請する「高齢者除雪サービス
事業」が利用されている．とはいえ，Ｈ集落
でも除雪作業が難しい家に対しては周囲の家
がボランティアで除雪を行っており，地域の
助け合いの精神は，こと除雪に関しては健在
である．また，Ｆ集落では自治会が，Ｈ集落
では消防部が，公共施設や危険な家の雪下ろ
しを担当しており，集落としての活動も機能
している．
それに対して，介護や買い物・通院などで
集落の人がサポートする事例はほとんどみら
れない．Ｆ集落だけではなく，独居の高齢者
が多いＨ集落でも，組合長は，「困っている人
がいるとは聞かない」と答えている．おそら
く買い物や通院のサポートは近隣に住む子ど
もたちによって担われていると思われる（小
内，2011）．このことは，近所に住む子どもた
ちや地域の人のサポートを得て，なんとか１
人で生活できる人だけが地域で暮らし続ける
ことができることを意味している．それがで
きなくなった時，子どもの所へ行ったり，施
設へ入所したりして，地域から去って行くの
である．
このように集落における助け合いの有り様
をみると，集落における互助は提供した分に
相応しい見返りを求めものだから介護にはな
じまないという従来の見解では割り切れない
部分があるように思われる．除雪作業の助け
合いはけっして見返りを求めるものではな
い．むしろ，家族で対処すべき領域と集落で
対処すべき領域が，明確に区分されていると
考えられないだろうか．とくに，介護・介助
といったきわめてプライベートな領域に地域
住民がかかわることは難しく，もともと集落
の相互扶助にはなじまない領域としてあった
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と思われる．現状では，介護，買い物・通院
のサポートは家族で対応する領域，除雪や見
守り活動は集落で対応可能な領域として，暗
黙のうちに地域住民に理解されており，この
区分を前提に生活が維持できる限り，１人暮
らしの人も本人が望む限り集落で生活し続け
ることができるのである．
しかし，この暗黙の区分を前提としていて
は立ちゆかなくなる事態も想定される．例え
ば，前述したように，この先離農が進み売却
された土地を残った農家が限界まで集積した
場合，地域のための仕事（例えば，集落のた
めの除雪）の担い手の確保が難しくなるとい
う問題が提起されていた．他方，このまま高
齢者が増え続ければ，医療・介護施設のキャ
パを大きく超えてしまい，今以上に施設への
入所が困難な事態が生み出されてくる．では
子どもが親の面倒をみきれるかといえば，経
済的にも，体力的にも難しいケースも少なく
ない．そうなると地域で介護・介助の一部を
担うことが必要不可欠になり，地域に基盤を
おく在宅介護支援システムの構築は必須なも
のとなってくる．それは家族の領域と考えら
れている部分に踏み込むことを意味している
が，そのためにはハードルを越えるなんらか
の仕組みが必要となってくるであろう．それ
は専門性を備えたスタッフとのなんらかのコ
ラボによって可能になるように思われるが，
具体的な仕組みの検討については今後の課題
としたい웖웋월웗．
付記
本稿は，文部科学省から交付された科学研
究費補助金（基盤研究（Ｂ））：研究課題「後
継者がいない農業経営者の資産計画と生活設
計に関する研究」（2011～2014年度，研究代表
者：柳村俊介씗北海道大学>，課題番号
23380127）に基づく研究成果の一部をなすも
のである．
注
⑴ 高野は，高齢者が社会福祉施設に入所する可
能性を，「空間的アクセシビリティ」と「認知的
アクセシビリティ」に区別して検討する必要性
を指摘している．空間的アクセシビリティと
は，地理的あるいは物理的なレベルでのアクセ
シビリティで，施設の有無や所在地，交通機関
の有無などによって影響を被るものである．一
方，認知的レベルでのアクセシビリティとは，
人々がサービスの利用をためらう「福祉の世話
にはなりたくない」という意識に関連するアク
セシビリティである．
⑵ ここでいうボランタリズムとは，①自発的
に，②活動の社会的意義を自覚して，③組織的
に行為する原理である，と定義されている（田
渕，2003：27）．
⑶ 調査は，栗山町役場，栗山町農業委員会，栗
山町農業振興推進委員会，（財）栗山町農業振興
公社の協力を得て行われた．調査票を各地区の
農業推進委員へ郵送し，農業推進委員から農事
組合長に配布・回収を依頼して頂いた．その際，
「在住している全農家及び農事組合に加入して
いる営農農家（但し非営農農家は農地流動化調
査のみとする）」を調査対象としてお願いした
ため，回収できた490票（有効票481票）は
2010年の農林業センサス調査の販売農家数
446を超える結果となった．従って，地域農業
に関わりをもつ世帯を網羅的に把握したとい
う意味で極めて貴重なデータと言うことがで
きる．以下の分析で，設問によってはNA（無
回答）が多くなっているが，それは以上のよう
な調査方法をとったことが影響していると考
えられる．
⑷ ただし，近年北海道では若手女性農業後継者
が徐々に増えており，彼女たちの動向が注目さ
れている．例えば，『農家の友』第65巻第１号
では若手の女性農業後継者の座談会の特集が
組まれている（北海道農業改良普及協会，
2013）．また，2013年１月21日に行われた「き
たひとネット」（北海道女性農業者ネットワー
136  Mar.2013社 会 情 報
ク）のフォーラム2013では，分科会の１つとし
て若手農業者分科会「北の農ガール大集合」が
設けられた．
⑸ 徳野は，「貧しいから働き続ける」から「働き
続けられることが幸せ」へと，高齢者にとって
〝働く"ことの社会的意味が変化してきており，
そのことが現代農山村の高齢者の暮らしを支
えていることを指摘している（徳野，1998：
155）．
⑹ 農業者年金の制度改正に関しては，柳村・棚
橋・佐久間（2011）の補論参照のこと．
⑺ 栗山町では，1994年以前は，農村部では「部
落会」という名称が用いられていたが，同年１
月に「自治会」に名称変更している．市街地の
場合は「町内会」という呼称が用いられている．
また，複数の町内会・自治会が結束して連合組
織を形成している地区が４つある（栗山町，
2011）．Ｈ地区はそのうちの１つで，２つの町内
会と３つの自治会で連合会組織を形成してい
る．
⑻ Ｆ集落では，タマネギと長ネギで２階部分
（営農活動支援）の取り組みも行っている．
⑼ 栗山町の除雪体制に関しては，加藤（2012）
に詳しい．
쑰썫 2013年１月８日の朝日新聞（朝刊）に，「農
村の廃校 介護に活躍」という見出しで，十
勝・清水町の農村部で老人クラブの試みが紹介
された．地元の老人クラブがNPO法人を設立
し，閉校になった小学校の建物を利用して介護
事業所「松沢の郷」を開所したというものであ
る．こうした試みは大きなヒントを与えてくれ
る．
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